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Ⅰ はじめに 
 
  本格的な少子・高齢化社会の到来、地方分権の推進など、私たちを取り巻く

環境は大きく変化している。 
  こうした状況の中、「市町村合併」は、将来にわたって住民が安心して暮らし、

元気で魅力ある地域づくりを進めていくための諸施策を展開する一つの有効な

手段である。 
  現在、８市町村の住民の生活圏や企業の経済活動圏は、交通・情報通信手段

の発達等により、行政区域を越えて拡大している。 
  一方、時代の急激な変化に伴う少子・高齢化や過疎化、さらに高度情報化や

環境問題への対応など、８市町村では多くの共通した行政課題に直面している。 
  こうした情勢や諸課題に対応するためには、広域的な観点から８市町村の住

民と行政が一体となった、新しいまちづくりを進めていくことが重要となって

いる。 
  このような見地から、本小委員会は、広大な行政区域を有することとなる新

市において、住民が主体となったコミュニティ活動が各地域において活発に行

われるよう、自治会等を中心としたまちづくり推進組織のあり方等について調

査・審議する目的で設置されたものである。 
  岩国地域は、合併により県下最大の行政区域を有する新市になることから、

住民と行政との距離が遠くなる、また、これまでの地域の結びつきが弱まって

しまうのではないのかという懸念がある。こうしたことから、新市建設計画の

新市最重点プロジェクトにおいても、きらめく人づくりプロジェクトを掲げて

いるが、これを真に実行あるものにするためにも、一定の規模を持った地域の

自主的なまちづくり組織を設置することが必要と考えられる。また、新市の将

来像を支える基本理念の一つとして「参加と協働による個性あるまちづくり」

が新市建設計画の中に掲げられており、住民と行政が参加と協働のパートナー

シップを形成して、地域の特性を大切にした個性あるまちを目指すことが挙げ

られている。 
  このような個性豊かなまちづくりを進めるためには、地域自らの主体性と創

意工夫に基づき、住民と行政が一体となったまちづくりが、これまで以上に重

要になってくると考えられ、とりわけ、自治会等の自主的な活動や取り組みが

大切であり、自治会等の活動の果たす役割が重要なポイントとして位置付けら

れる。 
  こうした中、この報告書は、本小委員会においてまちづくり推進組織の中心

となる自治会組織のあり方を含めてまちづくり推進組織のあり方等を検討し、

新市のまちづくりにおいて「何が大切か、どうあるべきか、どのように実行し

ていくか」などを指針として示したものである。 
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Ⅱ 自治会組織のあり方について 

 

 １ 自治会の現状と課題 
  (1) 自治会組織に関すること 
    現行の８市町村の自治会組織に関する現状と課題については、次の５点

が主なものとして挙げられる。 
○単位自治会の構成戸数 

   《現 状》 
８００余りの自治会のうち、１０戸未満の自治会が、約１割となって

いる。特に、玖北地域において小規模な自治会が多く、２００余りの自

治会のうち、１０戸未満の自治会は約２割となっている。 
   《課 題》 
     円滑なコミュニティ活動を行うためには、一定の規模を有する組織づ

くり（地区連合会等の設置）が必要と思われる。 
   ○自治会加入率 
   《現 状》 
     岩国市は約８０％、７町村は概ね１００％加入となっている。 
   《課 題》 
     人口流動の激しい地区においては低率（特に共同住宅）となっている

が、引き続き加入促進を図る必要がある。 
   ○自治会長等の年齢 
   《現 状》 
     自治会長、役員を含め高齢化が進んでいる。 
   《課 題》 
     活性化のためには若い世代の参加が求められている。 
   ○自治会長の身分 
   《現 状》 
     岩国市、玖珂町は任意団体の長、他の６町村は非常勤特別職となって

いる。 
   《課 題》 
     身分の統一は速やかに行う必要があると思われる。 
 ○連合会組織の形成 
《現 状》 
連合会組織が形成されている地域と形成されていない地域がある。   

《課 題》 
     新市において速やかに統合できるよう連合会組織の形成に努める必要

がある。 
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(2) 自治会活動に関すること 
    現行の８市町村の自治会活動に関する現状と課題については、次の２点

が主なものとして挙げられる。 
○自治会活動 

   《現 状》 
自治会の規模等により、やむを得ない事情もあるが、活動内容に格差

が見受けられる。 
《課 題》 

     現状では、地域の祭りや文化、スポーツ、レクリエーション等の活動

が主となっているように思われるが、今後は、これらに加えて地域の課

題に地域自らが取り組んでいくことが期待される。 
   ○行政からの依頼業務 
   《現 状》 
     広報配布等の依頼業務の位置付けや考え方が異なっている。 
   《課 題》 
     依頼業務の位置付けを明確にするとともに、広報の配布方法について

は速やかに調整する必要がある。 
 

(3) 自治会等に対する助成に関すること 
    現行の８市町村の自治会等に対する助成に関する現状と課題については、

次の３点が主なものとして挙げられる。 
   ○単位自治会への依頼業務に対する報償金等 
   《現 状》 
     算定基準が異なり、市町村間で格差が生じている。 
   《課 題》 
     依頼業務の位置付けを明確にし、算定基準については地域の実情にも

配慮しながら早期に統一化を図る必要がある。 
   ○自治会連合会等への助成 
   《現 状》 
     助成内容等が異なっている。 
   《課 題》 
     自治会連合会等を新たに設置した場合の助成も含めて、地域の実情に

も配慮しながら早期に統一化を図る必要がある。 
   ○集会所整備や防犯灯設置等及び住民活動災害補償に係る助成 
   《現 状》 
     助成の有無、助成内容等が異なっている。 
   《課 題》 
     住民の積極的なコミュニティ活動を促進するためにも、行政としても

一定の統一した支援は必要と思われる。 



 4

２ 自治会組織のあり方に関する検討 
  (1) 自治会組織に関すること 
    自治会組織に関しては、主に次の２項目について検討を行った。 
   ①自治会長の身分 
   《方向性》 
     身分の統一は速やかに行うべきである。 
   《課 題》 
    ・自治会活動の趣旨からして任意団体の長とした場合、岩国・玖珂を除

く６町村の自治会の理解を得るために調整が必要である。 
・身分の統一は、できれば当小委員会において方向性が示されればよい

が、意見の集約が困難であれば、ある程度の指針を示すだけでよいか。 

＜方向性の意見集約＞ 
自治会長の身分については、任意団体の長とするべきである。 
＜検討状況のまとめ＞ 
 自治会長の身分に関する方向性としては、身分比較表や県内の状況な

どの参考資料等を基に検討した結果、町村部において従来の駐在員制度

の考え方から「非常勤の職員」として位置付けられた経緯もあるが、自

治会があくまでも任意の団体であることや住民が主体となった活動をす

る組織であることなどから、自治会長の身分は「任意団体の長」という

位置付けにするべきであるとの結論に至った。 

 
②連合会組織の形成 

   《方向性》 
     新市において速やかに統合できるよう連合会組織の形成に努める。 
   《課 題》 
    ・連合会組織の形成については、地区連合会や各地域の連合会の形成に

おいて、円滑に連合会組織を形成することができるか。 
・新市全体の連合会の形成については、新市全体で１つの連合体を形成

した上で、新市全体でいかに一体感を醸成できるか。 

＜方向性の意見集約＞ 
地区連合会や各地域の連合会に関しては、新市において速やかに統合

できるよう連合会組織の形成に努める。また、新市全体の連合会に関し

ては、新市全体で一体感を醸成するためにも設置するべきである。 
＜検討状況のまとめ＞ 
 連合会組織の形成に関する方向性として、地区連合会や各地域の連合

会については、協定内容にも示されているとおり各地域において連合会

組織の形成に努めるものとし、また、新市全体の連合会の形成について

は、各地域の連合会組織の形成状況等を考慮した上で、新市全体で一体

感を醸成するためにも設置するべきであるとの結論に至った。 
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(2) 自治会活動及び助成に関すること 
    自治会活動及び助成に関しては、主に自治会への依頼業務や自治会への

報償金等及び助成について検討を行った。 
   ①自治会への依頼業務や自治会への報償金等及び助成 
   《方向性》 
    ○自治会への依頼業務 

広報等の配布方法を含めて速やかに調整するべきである。 
    ○自治会への報償金等及び助成 
    （単位自治会について） 

依頼業務を明確にし算定根拠については、統一化を図るべきである。 
    （連合会組織について） 

新市において速やかに統合できるよう助成内容の統一化を図るべき

である。 
《課 題》 

    ○自治会への依頼業務 
・報償金等の算定根拠と関連するため自治会への依頼業務を明確にし、

その他の活動と区分する必要がある。 
・依頼業務については、合併時に広報の配布等直ちに業務が発生するの

で、早めの調整が必要になる。 
    ○自治会への報償金等及び助成 

（単位自治会について） 
・依頼業務に対する報償金等の算定根拠について、各地域の実情を考慮

した上で算定の考え方を統一する必要がある。 
・算定根拠の統一化については、基本割や世帯割等の算定要素を統一す

ることができるか。また、現在各地域間で格差のある算定基準を統一

することができるか。 
    （連合会組織について） 

・連合会組織への助成は算定根拠を統一した上で、助成の対象について

も統一する必要があるのではないか。 
・助成内容の統一化に向けては、内容の合理化と活動の支援という両方

面からの検討が必要であり、バランスのとれた調整が必要になるので

はないか。 

＜方向性の意見集約＞ 
自治会への依頼業務や自治会への報償金等及び助成に関しては、新市

において各地域の実情等を十分考慮した上で、合併後段階的に調整し統

一するものとする。 
＜検討状況のまとめ＞ 
 自治会への依頼業務や自治会への報償金等及び助成に関する方向性と

して、各地域の自治会組織ついてはこれまでの経緯等もあり、それぞれ

の実情等や連合会組織の形成などを考慮した上で、合併後段階的に調整

し統一する必要があるとの結論に至った。 
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３ 今後の自治会組織や自治会活動 
  (1) 新市における自治会組織 
   ①自治会の性格と位置付け 
     自治会は地域の住民によって組織され、各地域において独自性を持っ

ており、役割や規模なども多種多様であり、必ずしも同一ではないと考

えられる。 
また、自治会は歴史的に行政の末端組織として捉えられた時代もあっ

たが、現在では、制度的には法的な位置付けがない住民の自治組織であ

り、任意団体であると言える。 
   ②今後の自治会に求められるもの 
     自治会は、日々の暮らしの中でお互いに協力し、助け合う意識を持っ

ていることが基本であり、自治会の持つ役割は本来、会員の意思を反映

して活動がなされるべきである。 
     しかしながら、行政と協力して行う活動や行政からの依頼を受けて行

う仕事の中には、自治会の業務として位置付けられるものもある。自治

会の持つ役割の中に、行政の仕事と混同しがちなものが多く含まれてい

るが、それぞれの役割は、「協働」という観点から築いていくことが大切

であると考えられる。 
今後の自治会は、地域の安全面や福祉面に関すること、子どもの健全

育成に関することなど、住民にとってより身近なものが多く含まれるこ

とになるが、各地域の自治会組織や新市全体の連合会組織が効果的に機

能することにより、各地域において地域の課題に地域自らが取り組んで

いくことが求められる。 
 

(2) 新市における自治会活動 
   ①自治会活動の趣旨 
     一定の地域に居住する人々が地縁に基づいて組織する自治組織である

自治会は、快適で住みよい地域社会を築くため、美化清掃活動、社会福

祉活動、レクリエーション活動などを行っている。 
     このような地域に根ざした自治会が行う活動は、地域活力の源であり、

新市においても必要不可欠なものであると位置付けられる。このため、

これまで実践されてきた各地域の自治会活動の成果を生かしながら、新

市においても、この自治会活動の充実を図る必要がある。 
   ②自治会活動の活性化 
    ア 住民の意識の向上 
     自治会活動を活性化するためには、まず、住民自身が地域の課題を自

ら考え、行動する意識を持ち、活動の主役が住民自身であることを認識

することが必要である。 
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イ 地域リーダーの育成 
     自治会活動の活性化には、自治会長をはじめ、地域リーダーの役割が

最も重要となる。自治会の連合会組織の機能充実を図り、相互の情報交

換等を通じて地域リーダーの育成を図る必要がある。また、行政は活動

に役立つ情報の提供を積極的に行うとともに、必要に応じて自治会の連

合会組織等と連携し、研修会等を開催するなど相互の協力体制を築くこ

とも重要である。 
    ウ 自治会活動と行政 
     自治会活動において、行政はこれを促進し協力する役割を持っている。

新市においては、住民の意思を行政に反映させる体制の整備や広報・広

聴のシステムの充実など自治会と行政が協働して、快適で住みよい地域

社会を築くための環境づくりが重要である。 
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Ⅲ まちづくり推進組織のあり方について 

 

 １ まちづくり推進組織のあり方に関する検討 
  (1) まちづくり推進組織について 
    まちづくり推進組織に関しては、主にまちづくり推進組織のあり方につ

いて検討を行った。 
①まちづくり推進組織のあり方 
・各地域のまちづくり推進組織 

    ・まちづくり推進組織の連合体 
《方向性》 

     今後のまちづくりにおいて、各地域のまちづくり推進組織とその連合

体の位置付けや果たす役割は、重要であると考えられる。 
《課 題》 

    ・各地域のまちづくり推進組織については、各地域の実情により構成団

体等に差異が生じるのではないかと思われる。 
・まちづくり推進組織の連合体については、位置付けや果たす役割を考

慮した上で、設置するかどうかの検討が必要になるのではないか。 

＜方向性の意見集約＞ 
今後のまちづくりにおいて、各地域のまちづくり推進組織とその連合

体の位置付けや果たす役割は、重要であると考えられることから、各地

域においては、組織づくりに努めるものとする。また、新市全体の連合

体に関しては、形成する方向で取り組むものとし、組織の構成等につい

ては、新市全体の自治会連合会の設置とも関連するので、新市において

検討するべきである。 
＜検討状況のまとめ＞ 
まちづくり推進組織のあり方において、各地域のまちづくり推進組織

に関する方向性としては、各地域においてそれぞれの地域の実情により、

構成団体等に差異が生じる可能性もあるが、各地域のまちづくり推進組

織は、今後のまちづくりにおいてその中心組織と位置付けられ、各地域

のまちづくりをリードする役割を担うという意味においても、各地域の

自治会連合会等を中心としたまちづくり推進組織を形成することは必要

であるとの結論に至った。また、新市全体の連合体に関する方向性とし

ては、各地域のまちづくり推進組織が効果的に機能するよう協力連携し、

新市全体が活性化する意味においても形成する方向で取り組むものと

し、その連合体の組織の構成等については、新市全体の自治会連合会の

設置とも関連することから、各地域のまちづくり推進組織の形成状況等

を考慮しながら新市において検討するべきであるとの結論に至った。 
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(2) 各組織間の関わりについて 
    各組織間の関わりに関しては、主に次の３項目について検討を行った。 
①各地域のまちづくり推進組織と行政機関 

   ②まちづくり推進組織の連合体と行政機関 
③各地域のまちづくり推進組織と各地域審議会 
《方向性》 

     今後のまちづくりにおいて、活動組織である自治会連合会等を中心と

した各地域のまちづくり推進組織やその連合体と行政機関の関係は、密

接である。また、各地域のまちづくり推進組織と各地域審議会の関係は、

それぞれの位置付けや果たす役割からして性格が相違するものと考えら

れる。 
《課 題》 

    ・各地域のまちづくり推進組織やその連合体と行政機関は、いかに密接

な関係を築くことができるか。 
・各地域のまちづくり推進組織やその連合体と行政機関の関係において

は、各地域のまちづくり推進組織やその連合体からの意見等を行政機

関にいかに反映させることができるか。 
    ・各地域のまちづくり推進組織と各地域審議会の関係は、性格が相違す

ることから、それぞれの位置付けや果たす役割を明確にすることがで

きるか。 

＜方向性の意見集約＞ 
新市全体のまちづくりにおいて、イメージ図を参考に新市全体で組織

づくりに努め、各組織が効果的に機能するような相関関係を築くべきで

ある。 
＜検討状況のまとめ＞ 
 各組織間の関わりにおいて、各地域のまちづくり推進組織やその連合

体と行政機関はその方向性として、それぞれが効果的に機能するよう協

力連携し、各地域のまちづくり推進組織からの意見等が行政に反映され

るよう密接な相関関係を築くべきであるとの結論に至った。また、各地

域のまちづくり推進組織と各地域審議会はその方向性として、それぞれ

の位置付けや果たす役割からして、各地域のまちづくり推進組織やその

連合体は住民による自主的な組織であり、各地域に設置される地域審議

会は法令による行政の附属機関であるということから性格が相違するも

のと考えられ、それぞれが独立した組織や機関であると捉えるべきであ

るとの結論に至った。 
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２ 今後のまちづくり推進組織や活動 
  (1) 新市におけるまちづくり推進組織 
   ①まちづくりの基本的な考え方 
     まちづくりとは、道路、施設の整備や地域イベントの開催等はもとよ

り、人々が日々の暮らしの中でより快適で豊かな生活を送れるようにす

ることそのものが、「まちづくり」であるとの共通理解を持つことが必要

である。 
その上で、住民一人ひとりが自ら考え、地域の課題等の解決に向けて、

自ら行動していくことが大切である。 
     まちづくりにおいては、住民こそがまちづくりの主役であることを認

識し、住民一人ひとりの視線によりまちづくりを進めていくことが、地

域の活力となり、地域の発展につながると考えられる。 
   ②まちづくり推進組織の性格と位置付け 
     住民にとって最も身近なコミュニティが自治会組織であり、各地域の

まちづくりを推進する上で基礎的な組織となり得る。また、まちづくり

団体や公共的団体などと協力して、まちづくりの拠点となる組織である。 
     まちづくり推進組織は、これらの自治会組織などが中心となって快適

で住みよいまちづくりを実現するために、組織された自主的な活動の実

践団体であり、住民・団体・行政の協働、参画、連携により、各地域の

まちづくりを推進する中心組織と位置付けられる。 
   ③まちづくり推進組織の望ましい姿 

合併により広域化する新市において、地域の活性化を図る上で、自治

会等を中心とした新しいまちづくり推進組織は、今後の各地域をリード

する立場にあると言える。また、地域を動かすのは組織、組織を動かす

のは人、という意味からして、より地域に密着した活動が展開されるこ

とが期待される。 
     そして、これらのまちづくりが持続性のあるものにするためにも、行

政との協働により互いに協力連携し、地域の課題等を住民自らが発見し

解決していく体制が効果的に機能すれば、住民と行政の相互の効率化に

つながっていくものと考えられる。 
 
(2) 新市におけるまちづくり推進組織の活動 

   ①まちづくり推進組織の設置 
     当岩国地域は、合併により県下最大の行政区域を有する新市になるこ

とから、住民と行政との距離が遠くなる、また、これまでの地域の結び

つきが弱まってしまうのではないのかという懸念や不安がある。 
     こうした状況の中、新市建設計画の新市最重点プロジェクトにおいて

も、きらめく人づくりプロジェクトを掲げているが、これを真に実行あ

るものにするためにも、一定の規模を持った地域の自主的なまちづくり

推進組織を設置することが必要と考えられる。 
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②まちづくり推進組織の活動 
     合併により広域化する新市において、いかにして住民の意思が的確に

行政へ反映されるようにするか、さらに、どのようにして身近な課題は

その地域で解決していくかが、重要なテーマとなる。 
     具体的な取り組みとしては、地域の防犯活動、地域の自主的な防災体

制づくり、介護支援等の福祉活動、環境美化に関する活動、子どもの健

全育成など多分野にわたる活動が挙げられる。こうした取り組みを通じ

て、各地域のまちづくりが活発に行われることが考えられる。 
   ③まちづくり推進組織に求められるもの 

今後のまちづくりにおいて最も重要なことは、行政主導で行われがち

な地域づくりを見直し、「住民の視点」や「住民組織ならではの発想」に

よるまちづくりが行われることであり、今まさにそれが求められている。  
住民は豊かな経験や知識及び創造的な実践活動を通じて、地域の個性

を生かしたまちづくりに参画し、行政は情報提供や活動・実践への支援

等を行うなどの役割を有するものと考えられる。 
     このように、住民と行政が協働する体制の確立が必要不可欠であり、

それぞれが協働して個性ある活力に満ちた将来のよりよいまちづくりの

実現に向けて、行動することにより新市全体の活性化が期待できる。 
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Ⅳ おわりに 
 
  冒頭にも記述したとおり、本小委員会においてまちづくり推進組織の中心と

なる自治会組織のあり方を含めてまちづくり推進組織のあり方等を検討する上

で、新市のまちづくりにおいて「何が大切か、どうあるべきか、どのように実

行していくか」など望ましい姿を考察してきたわけであるが、最後にポイント

となるものをここに挙げてまとめとしたい。 
  まず、１点目は今後のまちづくりにおいて、これまでの各地域を支えてきた

住民にとって最も身近な存在である自治会等の果たす役割というものが、これ

まで以上に重要になってくると考えられることである。各地域の単位自治会に

おいて高齢化や過疎化が進む中、とりわけ、地区連合会の活動が大切な意味を

持ってくると思われる。まちづくりにおいて自治会等の自主的な活動や取り組

みが大切であり、自治会等の活動の果たす役割が重要なポイントとして位置付

けられる。 
  ２点目として、各地域において前述の地区連合会がまとまって各地域の自治

会連合会を組織し、この連合会組織が中心となって各地域のまちづくり推進組

織が形成されることを期待する。また、新市全体の自治会連合会組織やまちづ

くり推進組織の連合体の設置により、新市全体が活性化するような組織づくり

が大切であり、各組織が効果的に機能するような関係を築くことが重要な意味

を持っている。 
  ３点目として、新市のまちづくりにおいて、より充実したまちづくりを進め

るために、地域自らの主体性と創意工夫に基づき、住民と行政が一体となった

まちづくりを推進していくことが、新市の発展に結びつく最も大切なことと思

われる。 
以上のとおり、本小委員会において自治会組織やまちづくり推進組織のあり

方等を検討したことは、極めて意義深いことであったと考えており、この報告

書が「まちづくりの指針」として、新市におけるまちづくりの中で大いに反映

されるよう切望する次第である。 
終わりに、市町村合併をこれまでのまちづくりを見直す好機と捉え、将来に

わたって住民と行政が協働・共創する新しいまちづくりが実現されることを確

信して、まちづくり推進組織検討小委員会の報告書とするものである。 
 
 
 


